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  Functional exercise, i.e. an exercise in which participants operate a specific function under a hypothetical disaster 
situation, is gaining attention in the field of disaster waste management. This study aims to clarify the effectiveness of 
functional exercise on disaster waste management for exercise participants. For this, we focused on a functional 
exercise conducted by Hyogo Prefectural Government in 2017, and analyzed the operations undertaken by the 
participants and the results of the pre-post tests quantitatively and qualitatively. The results suggest that functional 
exercise is effective in terms of developing a better perception of the issues and tasks, the specific skills required to 
undertake tasks, and information management ability for waste management in emergency circumstances. 
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１．はじめに 
 
（1）災害廃棄物対策としての研修の意義 

 災害に伴い発生する災害廃棄物を円滑かつ適正に処理

することは，環境に配慮した復旧復興を早期に実現する

うえで極めて重要である．災害廃棄物は，廃棄物処理法

における一般廃棄物に該当することから，市町村が処理

責任を負う．しかし，災害廃棄物は市町村が平時に処理

している一般廃棄物と，内容・性状・量が大きく異なる
1)．例えば，内容的には解体に伴い発生する廃材といっ

た，普段であれば産業廃棄物として民間事業者の責任で

処理されるものも含まれる．こうした災害廃棄物が，水

害発生時には水が引いた直後から被災者により排出され

始める．その時点で適切な対応（仮置場の開設や広報等）

がとられていないと，混合廃棄物の山ができてしまい，

後の処理を大変難しくする．すなわち，円滑かつ適正な

災害廃棄物処理を実現するには災害初動期から適切な対

応を取ることが重要であるといえる．このためには，市

町村は平時から災害廃棄物処理に係る事前準備を進めて

おかなけらばならない．このような認識から，災害廃棄

物対策の基本的事項を国として整理した災害廃棄物対策

指針において，事前計画である災害廃棄物処理計画の策

定とともに，教育訓練等による人材育成を各自治体で進

めることが求められている．同時に，国土強靭化基本計

画においても「大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞

により復旧・復興が大幅に遅れる事態」を防ぐことに係

る重要業績指標として「廃棄物処理技術と教育・訓練プ

ログラムの開発（市町村）」が定められており，災害廃

棄物に係る人材育成の社会的要請は大きいといえる． 

こうした状況の中，国と都道府県では研修による人材

育成が進められており，講義形式のセミナーの他，ワー

クショップ型研修や図上演習といった参加型研修を実施

する例も見られている2)．特に，災害廃棄物処理に係る

図上演習は平成27年度に兵庫県庁が実施したことを皮切

りに注目を集めており，環境省のモデル事業として実施

されるなど，全国的な広まりを見せつつある．図上演習

は，災害対応に係る研修の難しさとして指摘される3つの

事項3)，すなわち，①研修により得た知識等を災害が発

生するまで保持すること，②ルーティンだけではなく不

測の状況に対応できるような能力を身に着けること，③

災害対応に係る多様な関係主体間のチーム力を付けるこ

と，のいずれについても解決策となる可能性を持ってい

ながら，災害廃棄物分野においては，様々な取組みが先

行する中で知見が体系的に整理されていない状況にある． 
 
（2）本研究が対象とする対応型図上演習 

 本研究は，災害廃棄物分野における図上演習の方法論

構築の一歩となることを目指す．図上演習検討会4)によ

れば，「図上演習」は「一定の危機（災害）状況を付与

し，その状況の下で情報の収集，処理（判断＝意思決定

等），伝達などの対応を机上で検討・実施する演習」の

総称である．本研究ではこのうち，模擬的な災害状況に

身を置き，その中で発生する（付与される）様々な状

況・課題に対応する「対応型図上演習」に焦点を当てる．

一般的には，対応計画やマニュアルの習熟・検証と，情

報収集や意思決定の要点を習得することを主たる目的に

行われる4)．なかでも，実際の災害状況に近い時間経過

を再現して実施する対応型図上演習は，既往研究では図
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上シミュレーション訓練と呼ばれることもある5-7)．なお，

図上演習の類型としては，「対応型図上演習」の他に，

災害イメージが描けるようになることを主たる目的とす

る「イメージトレーニング型図上演習」も存在する4)が，

本稿では検討対象としない． 
 
（3）対応型図上演習の手法に係る既往研究 

 対応型図上演習手法の開発は，防災分野において進め

られてきた．秦ら8)は，対応型図上演習のシナリオ構築

手法と受講者のレベルに応じたシナリオのセットを提案

している．また，胡ら5)は対応型図上演習のシナリオ作

成方法を検討し，「状況創出型」シナリオ作成により，

地域性を反映した訓練にしたり，より活発な対応処理が

行われたりする効果があることを提示した．坂本・高梨
6)は，広域応援を目的とした対応型図上演習の実施方法

を整理するとともに，実際に演習を設計・実施し，参加

者による対応の適切さの自己評価結果や，対応結果を事

後的に分析することを通して，図上演習の評価方法を検

討している．加藤ら7)は災害対応における部局間連携に

着目した独自の訓練支援システムを開発・使用し，状況

付与へ対応するうえで実施すべき「個別行動」実施の有

無と実施までにかかった時間を計測した結果を用いて演

習中のやり取りを可視化・検証する手法を示した．この

ように，対応型図上演習の成否に大きく影響するシナリ

オ構築（状況付与の検討）手法に関する研究5,8)と，図上

演習の評価手法に関する研究6,7)がなされてきた．また，

これら研究の他にも，消防庁や図上演習研究会によって

演習手法に係る実践的知見が整理されてきている4,9,10)．

他にも，医療分野において緊急対応力の向上のために実

施される例も多数あり11)，その多くは緊急対応計画や緊

急対応の体制を検証するために実施されていると報告さ

れている12)．中には，独自に開発した評価シートを用い，

対応型図上演習における対応の質を評価し，過去の研修

参加経験との関係を検討した研究13)もある． 
以上の整理より，既往研究において十分に検討されて

いない事項を2点指摘できる．まず，対応型図上演習が参

加者個人の能力に与える効果を詳細に検討した研究が少

ない．既往研究で検討されている対応型図上演習の評価

手法は，演習における参加者の対応の質を評価し，災害

対応上の課題を明らかにするための手法であり，演習に

参加することによる個人能力の変化を検討しているわけ

ではない．実動を伴う対応型図上演習を実施し，その前

後で参加者に行ったアンケート調査から個人能力に与え

た効果を検討した研究12)はあるが，効果の検討がアンケ

ート調査の統計分析のみによっており，演習中に行われ

た作業との関係が議論されていない．このため，どのよ

うな演習設計上の工夫により効果が得られたのか，ある

いは，研修設計以外の理由により効果が得られたのかと

いう効果の要因が明らかになっておらず，効果的な設計

に向けた知見が得られていない．また，具体的なモノ

（廃棄物）の処理が求められるなど，防災業務とは異な

る特徴を持つ災害廃棄物処理に係る対応型図上演習を扱

った研究も見当たらない． 
 
（4）本研究の目的 

 筆者らは平成27年度より3年間にわたり，兵庫県環境整

備課と協働で災害廃棄物処理に係る対応型図上演習を実

施してきた．平成27年度と28年度に実施した経験から，

平成29年度は対応型図上演習の前に講義とワークショッ

プも実施する2部制の研修プログラムとするなどの工夫を

取り入れ，手法が大きく改善された．そこで，本稿では

平成29年度に実施された対応型図上演習の効果について，

個人能力の向上の視点から詳細に検討することを通し，

災害廃棄物分野における対応型図上演習が個人能力に与

える効果とそれらの効果を得るための要点を明らかにす

ることを目的とした． 
 

 

２．対応型図上演習の効果とその検証方法 
 
（1）対応型図上演習の効果 

 既往研究4-13)を参考に，災害廃棄物に係る対応型図上演

習に期待できる効果を，個人能力への効果と組織対応力

への効果の両面から以下の通り整理した． 
 まず，個人能力への効果として，「イメージの醸成」

があげられる．対応型図上演習の中で災害廃棄物処理に

おいて典型的に発生する業務，課題や状況を疑似体験す

ることで，災害廃棄物処理業務のボリューム感，スピー

ド感等のイメージが醸成されると考えられる．平時の備

えとして，様々なタイプの災害についてイメージを得て

おくことが重要であるとの指摘があるが14)，想定災害を

変えながら演習を継続実施していくことで，これが可能

になる．イメージの醸成によって発災前の事前準備に対

する参加者のモチベーションが向上したり，リアリティ

のある処理計画が策定されると期待できる4)． 
 個人能力への効果としては，他にも，情報作戦，資源

管理，指揮命令，庶務財務といった災害廃棄物処理に求

められる機能15)を果たすために必要な能力の習得が期待

できる．災害（対応）情報を収集・分析・整理し，計画

を立案修正していく情報作戦機能のために必要となる

「情報処理力」については，演習の中で多量の断片的か

つ不完全な情報に曝される中で，各自で情報整理・分析

の方法を改善することで，向上すると期待できる．資源

管理，指揮命令，庶務財務の各機能をまたがりつつ，災

害廃棄物処理に係るマネジメント，技術の両面に係る課

題に対応するために必要となる「対応スキル」について

は，付与される状況に対応するなかで，災害廃棄物対策

のポイント（仮置場の管理運営に係る留意点など）に関

する理解の深まりや定着が期待できる．このためには，

対応型図上演習で行う模擬災害対応の前に，対応に必要

な知識を習得し，対応の方法について整理するなどの事

前準備が重要との指摘がある11)． 
 他方，組織対応力に対する効果としては，計画やマニ

ュアル等の具体化・検証があげられる．災害廃棄物処理

計画や，災害廃棄物処理に係る支援協定を有している場

合は，仮想災害において実際に活用することを通し，こ

れら計画・協定を評価し，その改善点を明らかにできる

と期待される．このためには，検証すべき計画やマニュ

アル等をあらかじめ作成しておくまたは検討しはじめて

いることと，演習後の評価や振り返りを行うことが必須

となる4)． 
 他にも，組織対応力に対する効果として連携能力の向

上があげられる．多主体間で情報のやり取りを行う中で，

主体によって災害廃棄物に対する異なる見方があること

に気付くことが期待できる．例えば，災害廃棄物の収

集・撤去について，部局によっては早期復旧・復興のた

めに迅速さのみを重視する一方，廃棄物担当部局ではリ

サイクル率や最終処分場の残余容量への影響等も考慮事

項となる．加えて，災害時の担当職員が参加することで，

災害時に活用される人的ネットワークを平時から醸成す

る効果も期待できる．実際，既往研究では，対応型図上

演習を通して警察と消防という異なる組織間でお互いの
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業務に対する理解と連携に対する自信を著しく深められ

ることが示されている12)． 
上記は参加者側への効果であるが，事務局側にとって

も学びの機会になることが指摘されている5,6)．状況付与

の作成など，研修の設計作業自体が災害廃棄物処理の状

況をイメージし，課題と対策を検討することになるため

である． 
 
（2）効果の検証方法 

研修効果を評価するための理論枠組みとしては，

Kirkpatrickの評価モデル16)が最も広く採用されている17)．

これは，研修効果をReaction（研修への評価：満足度な

ど）, Learning（研修による学習：知識・スキル・マイン

ドの習得）, Behavior（得た能力の職場での活用：平時の

取組の促進）, Result（最終目的の達成：災害時における

適切な対応）の4つの観点で包括的に評価することを提示

した概念モデルである．このうち，Reactionの観点は，

次の研修に活かすために研修への態度（良かった，悪か

った）を把握するものであり，個人能力への効果とは直

接的な関係がない．また，BehaviorとResultは，研修効果

の本質的な観点ではあるものの，研修内容以外の多くの

要因（例えば，組織目標や実践機会の有無）が影響する

ことが指摘されており18），個人能力に与える研修そのも

のの効果を検討する際には，まずはLearningに着目する

ことが妥当と考えた．そこで，本稿では2. (1)で示した効

果のうち，個人へのLearning効果と捉えることができる

イメージの醸成，情報処理力の向上と，対応スキルの習

得の3点に焦点を当てる．なお，Learningによりスキルや

モチベーションが向上した個人が，災害廃棄物処理計画

の策定や協定締結などの平時の取組を実施したか

（Behaviorにつながったか），あるいは，被災時に適切

な対応ができたか（Resultにつながったか）を検討する

には，長期的なフォローアップが必要であり，今後の検

討課題となる． 
対応型図上演習で実施する評価の方法は，既往研究で

一部整理されている．具体的には，演習の目的をブレイ

クダウンした個別目標の達成度を第 3 者が評価するチェ

ックリスト法，状況付与への対応時間で評価する対応所

用時間評価法，計画やマニュアルに定められている対応

行動の達成率に着目する達成率評価法，試験により知識

の習得度を評価するペーパーテスト法，評価者（専門家）

による対応行動の観察に基づく評価，参加者による自己

評価（アンケート）などがある 4)．これらの方法を評価

対象の観点で整理すると，評価の指標や方法の違いがあ

るものの，いずれも演習における「対応の質」を評価対

象しており，本稿で着目する「個人能力（への影響・効

果）」は直接的には評価対象としていない．他方，対応

型図上演習の効果を検討した既往研究では，介入（＝演

習の実施）の前後で参加者に同じアンケートに答えても

らい，その差から介入効果を検討するプレポストテスト

法を採用している．本研究では，プレポストテスト法を

用いて研修前後の個人能力の変化を測定するとともに，

演習における対応の質の評価を併用することで，演習中

に行われた作業とその帰結として得られた効果を有機的

に結び付けて分析し，効果とその要因に関する妥当性の

高い結果を得ることを目指した． 
具体的には，プレポストテストのために，演習の前

（後述の第一部と第二部の間）に事前調査，演習の後

（後述の第二部終了から 2 週間後）に事後調査を行った．

両調査において同じ質問項目を使い，初動期の状況や業

務の理解，仮置場の設置・運営や情報処理等の初動期の

災害廃棄物対策に係る認識・理解・対応可能性の程度や，

研修への満足度等を 5 件法で尋ねた．これらの結果は，1
から 5 の整数で評点化し（1=全くそう思わない，3=どち

らとも言えない，5=とてもそう思う），間隔尺度とみな

し，SPSS ver.23 を使用して統計解析した．また，演習に

おける対応の質の評価については，状況付与に対して参

加者が返した対応の内容を表形式で時系列に整理し，対

応数等の量的な観点と対応内容の質的な観点の両面から

対応の質を評価した（方法の具体は後述）．これらの分

析結果を総合し，災害廃棄物処理に係る対応型図上演習

の効果を考察した．また，研修参加時点における災害廃

棄物対策への取組状況，災害廃棄物処理に係る役割に応

じて効果が異なることが想定されたことから，参加者属

性（事前取組の有無と職位）に応じた分析も行った． 
 
 
３.兵庫県における対応型図上演習の内容と結果 
 
（1）設計と準備 
a) 目的と体制 

兵庫県は，平成 26 年度より市町等の廃棄物担当職員を

対象に災害廃棄物対策に係る参加型研修を実施しており，

27 年度からの 3 年間は対応型図上演習を実施している 19)．

本稿で着目する平成 29 年度の演習は，災害廃棄物対応の

要点である初動対応，特に，一次仮置場（初動期におい

て災害廃棄物を一時的に保管し，簡易な選別を行う場所）

の設置・運営管理に焦点が当てられた．具体的には，市

町担当者を対象に，仮置場の設置・運営に係るイメージ

の醸成を図り，「仮置場候補地の選定」「運営手順の整

理」「仮置場管理に係る広報」の重要性について認識を

高めてもらうことで，研修後に各自で災害廃棄物処理計

画の策定を進めてもらえるようにすることが目的とされ

た．また，この目的を達成するために，仮置場管理に関

する具体的な課題を体験し，その課題に対応する作業を

行うという意味では，2.(1) で示した個人能力への効果と

いう観点からは，「イメージの習得」を中心的な狙いと

しつつ，「対応スキルの習得」も期待できる演習であっ

たといえる．なお，本演習には県の出先機関である県民

局職員も参加し，当該職員については発災後に市町間の

調整を円滑に行えるようになることを目的とした． 
事務局は兵庫県環境整備課が担い，図上演習の設計・

実施の中心的役割を果たした．設計・実施に当たっては，

災害廃棄物の専門家による支援があった． 
b) 研修プログラムの全体像 

 参加者が災害廃棄物対策（特に，初動対応や仮置場の

設置・運営管理）について知識を持たない状態で対応型

図上演習に参加しても，付与される状況に全く対応でき

ず，得られる効果が小さくなることが想定された．この

ため，仮置場の設置・運営管理に係る基本的事項，典型

的な課題，課題への対応策についてあらかじめ理解を深

めることを目的に，平成 29 年 10 月 30 日に「研修第一部」

として講義とワークショップが行われた．講義では，阿

蘇市職員より平成 28 年熊本地震に係る災害廃棄物処理の

実例について講演が行われ，課題意識とイメージの醸成

が図られた．ワークショップでは，一次仮置場に関する

課題をグループ毎に抽出・整理したうえで，その中から

設定した重要課題（最大 5 つ）について解決策を議論，

整理する作業が行われた． 
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そのうえで，平成 29 年 11 月 20 日に「研修第二部」と

して，対応型図上演習（以下，「本演習」）が実施され

た．演習当日は，付与する状況への対応方針・方法を考

えるうえで参考になる災害廃棄物への初動対応のポイン

トについて専門家が講義を行い，すべての参加者が一定

の対応を行えるよう配慮された．そのうえで，演習の趣

旨・ルール・仮想災害・配布資料の説明があり，グルー

プごとに作戦会議の時間が設けられた後，表 1 に示す状

況付与を用いて模擬災害対応が行われた．参加者は「プ

レイヤー」として庁舎内で働く自治体の災害廃棄物担当

となり，訓練の進行役である「コントローラー」から紙

（状況付与シート）で付与される様々な状況への対応を

検討し，別の紙（問合せ・対応シート）でコントローラ

ーに回答する作業を繰り返した．相互に支援を要請する

など，プレイヤー間で問合せ・対応シートがやり取りさ

れることもあった．模擬災害対応は発災から 2~3 日を想

定して 50 分行った後，専門家より中間アドバイスを行い，

そのあとに発災から 5~7 日を想定して 70 分間行った．模

擬災害対応の後，記者発表形式で発災後 7 日目の状況に

ついて各グループから発表があった．最後に，プレイヤ

ーとコントローラをまじえ，グループ毎に振り返りの議

論が行われた．この際，状況付与の内容に対する疑問，

特に重要と感じたこと，今後取り組む対策等を記入する

「振り返りシート」が活用された． 
以上の研修プログラムの全体像を表 2 に整理した．な

お，参加者には，基本的に第一部と第二部の両方を受講

することが求められていた． 
c) 模擬災害対応の内容 

 本演習では，県内全域から集まった全参加者が違和感

なく同程度のモチベーションで参加できるよう，実在の

都市ではなく，実在の都市をモデルとした仮想の都市 A
市，B 市，C 市と Z 県が設定された．参加者は仮想都市

の廃棄物担当職員として，震度 7の地震が発生した後 2~3
日と 5~7 日の対応を検討した．A 市は人口 160 万人の大

都市で焼却施設を 3 つ有しており，住宅被害が大きい設

定であった．B市は A市に隣接する 35 万人の都市であり，

最も多くの災害廃棄物が発生し，ごみ収集運搬業者も被

災するという厳しい状況が設定された．C 市は人口 25 万

人で A 市と B 市に隣接しており，一次仮置場の候補地と

なるオープンスペースに比較的余裕があるものの，廃棄

物を焼却処理する清掃工場が被災したという状況であっ

た．40 名弱の参加者となることが見込まれたため，1 グ

ループの人数を 5~6 名とするために 2 つの互いに独立し

た世界を作り，各世界で A~C 市を設置した（図 1）．県

については，県職員の人数の関係から両世界に共通する

Z 県を 1 グループ設けた．各グループには過去の災害に

おいて災害廃棄物処理を経験したことがある県内行政職

員の「アドバイザー」が配置され，プレイヤーの対応に

助言が提供された．コントローラーは，県職員と災害廃

棄物対策が進んでいる県内市町の職員が担当した． 
各仮想市には，片付けごみ（被災家屋の片付けに伴い

排出される廃家具・廃家財等）の大量発生や仮置場周辺

での渋滞，道路わきににおけるごみの放置など，発災初

動期における災害廃棄物処理の典型的な状況が付与され

た．付与した主な状況を表 1 に示す．各仮想市で異なる

特徴と被災状況が設定されたことから，付与された状況

の具体的内容は異なっていたが，概ね，生活ごみへの対

応に係る付与が 1~2 個，片付けごみへの対応に係る付与

表 1 付与された状況の概要 

状況付与の狙い 
（期待する対応の例） 

状況付与の内容 

生活ごみに適切に対応す

る（相互応援協定の活用

等による確実な収集・処

理） 

・ 生活ごみの排出が収集

運搬能力（人員・資機

材）を上回る状況 
・ 被災による焼却炉が半

年間稼働停止 
片付けごみに適切に対応

する（相互応援協定の活

用等による確実な収集，

市民へのごみ出し方法の

周知等） 

・ 片付けごみが道路脇に

多量に出された状況 
・ 発災後に勝手に設置さ

れた，管理の行き届か

ない仮置場ができた状

況 
仮置場の設置（必要面積

を推計，候補地リストか

ら適地を選定，設置に係

る関係主体との調整等） 

・ 最初に指定した市所有

地の仮置場が満杯にな

る状況 

仮置場の運営管理（仮置

場の利用に係る広報，仮

置場の一時閉鎖と緊急処

理の実行，仮置場レイア

ウトの変更，危険物の配

置対策，火災予防，ぬか

るみ対策等） 

・ 最初に設置された仮置

場で，混合ごみの発

生，危険物や便乗ごみ

の持ち込み，火災，地

面のぬかるみ等の課題

が発生する状況 

表 2 平成 29年兵庫県災害廃棄物対策図上演習の概要 

第
一
部
（
講
義
＋
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
） 

 講演「阿蘇市における災害等廃棄物処理事業

について」（55 分） 
 研修の目的と進め方説明（25 分） 
 役割決定とアイスブレイク（10 分） 
 グループワーク 1：一次仮置場に関する課題

（75 分） 
 グループワーク 2：課題への対策（75 分） 
 専門家による講評（5 分） 

第
二
部
（
対
応
型
図
上

演
習
） 

 講演「災害廃棄物初動対応の要点：生活ごみ

と仮置場を中心に」(40 分) 
 演習の説明（40 分） 
 作戦時間（30 分） 
 模擬災害への対応（前半 50分，中間アドバイ

ス 15 分，後半 70 分） 
 記者会見形式の全体発表（45 分） 
 振り返りのグループ討議と講評（45 分） 図 1 演習会場のレイアウト（俯瞰図） 

A市

-1 

B市

-1 

C市

-1 

ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ

ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ

A市

-2 

B市

-2 

C市

-2 

ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ

ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ

ｺﾝﾄﾛｰﾗｰ

(A市)

Z県

ｺﾝﾄﾛｰﾗｰ

(B市)

ｺﾝﾄﾛｰﾗｰ

(C市)

ｺﾝﾄﾛｰﾗｰ

(Z県)

ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ
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が 1~2 個，仮置場の設置に係る付与が 1~2 個，仮置場の

運営管理に係る付与が 4~7 個というバランスであった．

本演習の前にはコントローラーとアドバイザーを参加者

としたワークショップが開催され，一次仮置場の課題と

対応策につて議論が行われた．このワークショップで得

られた成果は，状況付与を作成する際に参考にされた． 
 
（2）実施の結果 

a) 演習参加状況 

当日は市町職員が 29名，県民局職員が 5名の合計 34名
がプレイヤーとして参加した．県民局職員には自治体間

連携に関する状況を中心に付与されており，他の参加者

とは作業内容が大きく異なっていたことから，以下では

検討対象から除外した．29 名の市町職員のうち，管理職

（副課長，課長補佐，係長，副作業長）は 8 名（28%），

担当（主査，主事，主任等）は 21 名（72%）であった．

また，事前取組（＝関連情報の収集，処理計画の策定，

研修の開催，仮置場候補地のリスト化，庁内調整，のい

ずれか）を実施したことがあるのは 22 名（76%），兵庫

県が主催した過去の災害廃棄物対策研修に参加したこと

があったのは 4 名(14%)であった． 
b) 模擬災害対応の量 

模擬災害対応の中でやり取りされた問合せ・対応シー

トを演習後に回収し，状況付与と対応の内容をグループ

ごとに時系列で整理した．まず，付与の数について集計

し，量の観点から検討した結果を表 3 に示す．対応すべ

き状況数（表中の a）は，「仮置場にいる現場職員から

『最初に設置した市民公園の仮置場に便乗ごみが大量に

持ち込まれている．』という報告があった」のように，

プレイヤーに対して何かしらの対応を求める付与の数で

あり，合計 120 分の模擬災害対応の中で 1 グループあた

り 10~12 件であった．b.の「やり取りした票数」は，状

況付与シートと問合せ・対応シートの両方を含む全シー

トのやり取りの合計数（コントローラーからプレイヤー

への最初の付与は除く）であり，50 枚前後であった．60
分あたりでは，平均して 24 枚のシートがやり取りされて

いたことになる． 
また，グループ内議論の活発さについて考察するため

に，「複数主体対応割合」という指標を導入した（表中

c.）．これは，全状況付与のうち，付与の発信元に対応

を返す（例：現場職員に「災害によって発生したごみ以

外は仮置場に持ち込まないよう，入り口で指導すること」

と返答する）だけではなく，関連する複数の主体とやり

取りを行った（例：上記に加え，便乗ごみの注意喚起を

市ホームページで行う指示を出す）ものの割合を示す．

実際の災害廃棄物処理において課題が生じた際には，そ

の課題に関する情報の発信元への指示（回答）だけでな

く，対応に必要なリソースに関する確認，対応の実行に

あたっての関連機関との調整や，複数の手段による対応

も検討することが求められる．この意味では，一つの状

況付与について複数の主体とのやり取りが行われたとい

うことは，実際の対応業務をイメージできていることと

推察される．併せて，1 つの状況付与に対して平均的に

やり取りした票数（表中 d.，b/a で算出）も算出した．結

果，c.については，全体平均で 55%であり，全付与のう

ち半分程度は複数の主体とやり取りを行われていた．ま

た，d.については，全体平均で 4.5 であり，1 つの付与に

対してコントローラーと平均的に 2~3 往復程度のやり取

りがあったと理解できる．これらのことから，全体とし

ては，災害状況をある程度イメージしながら活発な議論

がなされていたと評価できよう． 
c) 模擬災害対応の質 

各グループで行われた議論の質を評価するため，状況

付与ごとに対応の質を評価した．既往研究 7,13)に倣い，

本稿では 2.(2) で示した手法のうちチェックリスト法を採

用した．まず，各状況付与に対して実施すべき対応行動

（以下，行動要件）を 2~3 個リストアップし，評価基準

表を作成した（表 4）．この際，各付与に対して，状況

を正確に把握したうえで対応を実施するべきとの観点か

ら，状況把握行動と応急対応行動の 2 種類があると考え，

基本的には両タイプを含めた行動要件を設定した．実際

の災害時には応急対応だけではなく恒久対応（問題原因

への根本的対処）も実施する必要があるものの，厳しい

時間制約の中で対応を取る対応型図上演習の性質に鑑み，

評価基準表には含めなかった．評価基準表の内容につい

ては，災害廃棄物処理の実務を 7 年間経験してきた専門

家に確認を得た．そのうえで，表 5 に示すルールに従っ

て状況付与ごとに対応の質を甲・乙・丙・丁でランク付

けした．評価作業は，筆者ら 2 名が独立に行い，不一致

があった場合は合議によりランク付けを決定した（当初

一致率：86%）．なお，議論の質はコントローラーの返

答内容にも依存するため，本評価はプレイヤーの対応の

質のみを表現しているわけではない点に留意する必要が

ある．また，評価ランクの低かった状況の中には，優先

度が低いとの判断からあえて対応を後回しにしたものも

含まれている可能性はある． 

表 3 模擬災害対応の量 

グループ 
a. 対応

すべき

状況数 

b. やり取

りした 
票数 

c. 複数主体

対応割合 

d. 状況付与

あたりのや

りとり票数 
A-1 12 59 42% 4.9  
A-2 11 40 45% 3.6  
B-1 10 47 50% 4.7  
B-2 10 42 70% 4.2  
C-1 11 42 45% 3.8  
C-2 10 60 80% 6.0  
全体平均 11  48 55%  4.53  

表 5 対応の質のランク付けルール 

基準 評価 
全ての行動要件を満たしている 甲 
状況把握と，応急対応の一部を実施 乙 
応急対応のみ要件を全て満たしている 丙 1 
状況把握のみ実施，または，応急対応の一部のみ

実施 
丙 2 

全ての行動要件を満たしていない 丁 

表 4 評価基準表の例示 

状況付与 
行動 
タイプ 

行動要件 

「最初に設置

した市民公園

の仮置場に便

乗ごみが大量

に持ち込まれ

ている．」 

状況 
把握 

便乗ごみの内容を確認したか 

応急 
対応 

便乗ごみは受け入れない旨を広

報できたか 

応急 
対応 

現場に対し，ごみ搬入受付時に

搬入車に行う確認方法を適切に

指示したか 
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評価の結果を表 6 に示す．全体としては甲が 0%，乙が

13％，丙1が14%，丙2が47%，丁が27％を占めていた．

すなわち，全ての状況付与について，実際の災害時に起

こすべき行動の一部しか実施できていなかったといえる．

乙と丙 1 を足した 27%については，ある程度は状況に対

応できていたと評価できるが，丙 1 については状況確認

を省いた対応であり，実際の災害対応においては状況に

適さない誤った判断に至る可能性がある点に注意が必要

である．丙 2 と丁を足した 74%については，基本的には

状況を改善する道筋すらついていないと評価される．前

者（乙＋丙 1）と後者（丙 2＋丁）のそれぞれについてや

り取りされた票数の平均値を求めると，6.0 と 3.4 であっ

た．このため，付与された状況に対してある程度適切に

対応し，議論を深めるためには，1 つの状況付与に対し

てコントローラーと 3往復（＝6シート）程度のやり取り

を想定すべきであると示唆される．このことは，コント

ローラーと 2 往復（=4 シート）程度のやり取りしか行わ

ない場合は，複数主体とやり取りがある場合に各主体と

1 回のやり取りになる（1 往復のやり取りを 2 つの主体と

行うと 4 シートになる），もしくは，単一主体と 2 回の

やり取りになるため，必然的に対応の質が低くなりがち

であるが，6 シートあれば，複数主体とやり取りしても

状況確認と応急対応の 2回のやり取りができる（1往復目

のやり取りで状況を確認したあとに，2つの主体と 1往復

ずつやり取りを行える）ため，質の高い対応が取れる可

能性が高まるためであると理解できる．本演習では 60 分

で 24 枚のシートがやり取りされていたが，同程度のやり

取りの速さを想定すると，60 分あたり 4 つの状況付与に

絞ることが状況付与への対応の質を高めると考えられる． 
なお，グループの違いによる顕著な傾向は見られず，

一元配置の分散分析（α=0.05）でも有意な差は認められ

なかった． 
d) 振り返りの結果 

振り返りでは，状況付与への対応方法に関する質問

（例：「住民に対しての周知（分別等）で防災無線や広

報車等よりも効果のある方法は何か」）と，状況付与へ

の対応の考え方の説明（例：「仮置場周辺での人員不足

に対する対応．まずは市の内部で調整すべきと考え

た．」）が共有された．しかしながら，議論時間に 20 分

程度しか割くことができず，意見の共有が中心となり，

疑問を解消するような議論は十分になされなかった． 
振り返りシートの設問「今回の図上演習を通じて，特

に重要であると感じたことを記載ください」への回答を，

内容の類似性から類型化したところ，図 2 に示す結果と

なった．災害廃棄物対策の具体的内容（仮置場の運営方

法等）を指摘する回答はなかった一方で，情報の把握・

共有，関係主体との連携，優先順位を付けた戦略的な対

応，役割分担の明確化などの組織体制の構築といった，

災害対応の原則の重要性を指摘する意見が多かった． 
e) 参加者による評価結果 

 図 3 に，参加者に本演習への評価結果を示す．「参加

してよかった」に対しては約 9 割の参加者が肯定的

（「とてもそう思う」または「まあそう思う」）に回答

しており，満足度は高かったと評価できる．また，「新

しい気づきがあった」に対しては約 9 割，「今後取り組

むべきことが明らかとなった」に対しては約 6 割の参加

者が肯定的であり，実務的に役立つ研修との評価であっ

たと理解できる．一方，「状況付与にうまく対応できた」

に対しては，肯定と否定の割合がそれぞれ 24%であり，

約半数がどちらともいえないとの回答であった．対応の

質の客観的評価（表 6）では，明確に不十分な対応が

74%あったという結果と比較すると，参加者自身による

評価の方が甘いことが指摘できる．既往研究 6)でも，プ

レイヤーによる対応を第 3 者が事後評価した結果よりも，

プレイヤー自身による自己評価の方が高くなった旨が報

告されている． 
 図 4 に，本演習に参加する前後における災害廃棄物処

理に係る能力の自己評価を比較した結果を示す．検討に

あたっては，第一部を受講しなかった参加者と，演習前

後のアンケートの両方に回答していない参加者を除外し，

26 の回答を用いた．対応のある t 検定（片側，α=0.05）
で差を検定したところ，災害廃棄物対策の各要素に関す

る重要性の認識については，本演習の後で高まっていな

かった．これは，演習前から概ね4.5に近い高い評価であ

ったこと，または調査において社会的望ましさのバイア

スが働いたことが要因と考えられる．他方，理解や対応

可能性を尋ねた項目については，すべての項目で演習後

の評価が高まっていた．理解を尋ねた設問については，

演習後に平均評点が 3（＝「どちらとも言えない」）よ

りも高くなり，理解が醸成された状態に至ったと評価で

きる．対応可能の程度を尋ねた設問については，演習後

に評点の上昇が認められるものの，演習後も平均評点が

3 を超えず，本演習だけでは実際の災害対応ができるほ

どにはスキルが醸成されなかったことが示唆される． 

表 6 各グループの模擬災害対応の質の評価結果 

 甲 乙 丙 1 丙 2 丁 合計 
A-1(n=12) 0% 8% 25% 33% 33% 100%* 
A-2(n=11) 0% 18% 9% 55% 18% 100% 
B-1(n=10) 0% 0% 10% 50% 40% 100% 
B-2(n=10) 0% 20% 0% 70% 10% 100% 
C-1(n=11) 0% 9% 18% 45% 27% 100%* 
C-2(n=10) 0% 20% 20% 30% 30% 100% 
全体(n=64) 0% 13% 14% 47% 27% 100%* 

*行の数値を合算すると 100%にならないが，各項目で整数値

を得る際に四捨五入した為であり，誤表記ではない 

図 3 本演習（第二部）への評価(n=33) 

33%
24%

15%

18%
58%

64%
45%

52%
9%

9%
36%

24%

0% 25% 50% 75% 100%

付与への対応

参加してよかった

気づきがあった

今後の取組が明確化

とてもそう思う まあそう思う

どちらともいえない あまりそう思わない

全くそう思わない

注）各項目について、「とてもそう思う」から「全くそう
思わない」の合計は100%である

図 2 振り返りで指摘された重要な気づき（n=30） 
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４．対応型図上演習の効果に係る考察 

 
（1） 対応型図上演習の効果の検証 

 本演習が参加者個人の能力向上に与えた効果を検討す

る．イメージ醸成の効果を検討するため，図 4 の項目の

うち初動期の理解に係る項目（初動期の状況を理解，初

動期の業務を理解）の評点の算術平均である「初動イメ

ージ度」を用いた．同様に，対応スキルについて検討す

るために仮置場の運営に係る項目（仮置場運営上の課題

の理解，仮置場運営方法の理解，仮置場運営ができる）

の評点の算術平均である「仮置場運営力」を，情報処理

力について検討するために情報処理に係る項目（情報共

有・管理の方法を理解，情報共有・管理ができる）の評

点の算術平均である「情報処理力」を用いた．そのうえ

で，本演習の前後におけるこれらの値の平均値，対応の

ある t検定（片側）による演習前後の差の検定結果，効果

量(1)を表 7~9 に示す．効果量とは，2 群の平均値の差をデ

ータの散らばりで割り，標準化した値であり，標本数に

は依存しない統計的指標である．本研究では標本数が小

さいことから，効果量と t値を総合して，研修前後に実質

科学的な差があるか否かを考察した．回答者属性として，

グループ，事前取組の有無，職位と，図 3 に示した状況

付与への対応への自己評価結果（以下，対応評価）の観

点からも分析した．以下，各能力について考察する． 
なお，自己評価によるプレポストテストであったこと

から，上記の各指標は実際の能力を直接的に示すもので

はなく，能力に対する自信である．しかし，自信がある

ということは，自分の中に「このように対応すればよい」

という答えを持っていることと理解できるため，各能力

の程度を間接的に示していると考えた． 
a)イメージ醸成の効果 

初動イメージ度については，全体として平均点が 2.54
から 3.25 に上昇しており，演習前後で統計的に有意な差

があった（α=0.001）．効果量は 0.98 であり，Authur ら

17)が研修の効果について報告した論文 234 報について行

ったメタ分析から示した効果量の平均値 0.63（SD=0.59）
および Sawilowsky の経験則(2)と照らすと，高い値を示して

いるといえる．3.(2) d) で示したように，参加者自身が模

擬災害対応の中で災害対応の原則に気づいていたことは，

災害時の状況を的確にイメージできていたことを示唆す

る．状況付与のやり取りとしても，片付けごみや生活ご

みの課題，仮置場の設置・運営に係る諸課題，主体間連

携を求める課題など，初動期における災害廃棄物処理に

係る典型的な課題が付与されており，表 6 に示したよう

にこれらの課題が簡単には解決されない様子も体験でき

ている．このため，災害廃棄物に係る対応型図上演習は，

適切に状況付与を設計することで，参加者のイメージ醸

成に効果的であることが示唆される．なお，模擬災害対

応の前に実施された講義は，生活ごみと仮置場に係る対

応のポイントが端的に解説されたのみであったことから，

イメージの醸成に大きく寄与したとは考えにくい． 
グループ別にみると，B で特に高い効果量を示してい

る．模擬災害対応の量と質については B グループに特別

な傾向は見られなかったが，他グループと比較して厳し

い災害状況を付与（オープンスペースが少なく，仮置場

を開設しようとしても候補地がすべて利用不可とされる）

されていたという違いはある．このことから，より厳し

い状況を付与したほうがイメージの醸成効果が高まるこ

とが推察される．また，管理職の方が担当職員よりも高

い効果量を示しているが，演習前の評点が低かったこと

によると考えられる．対応レベルの観点では，対応がう

まくいっていないと評価した参加者は顕著に効果量が小

さかった． 
b）対応スキル習得の効果 

仮置場運営力については，全体として平均点が 2.53 か

ら 3.17 に上昇しており，演習前後で統計的に有意な差が

あった（α=0.001）．効果量も 0.95 と高い．模擬災害対

応の中で仮置場運営に係る様々な課題に直面し，ある程

度活発な議論の中で対応がとられたことを考えると，本

演習における模擬災害対応は仮置場運営力の上昇に寄与

した可能性はある．一方で，3.(2) c) に示したように，模

擬災害対応の中では，多くの状況付与に対して適切な対

応がとられていなかったことと，対応に関する課題につ

いて振り返りで十分な議論ができなかったことから，模

擬災害対応のみで仮置場運営力が向上したとは考えにく

い．既往研究 17)では，討論のみを行う研修よりも，討論

と講義をセットにした研修の方が効果が高いことが示さ

表 7 初動イメージに係る自己評価結果 

 

平均評点 
t 値 効果量 

前 後 
全体(n=26) 2.54  3.25  5.015   *** 0.98  

グル

ープ 

A市（n=9) 2.61  3.06  1.835    0.61  
B 市（n=8） 2.25  3.44  6.333  *** 2.24  
C 市（n=9） 2.72  3.28  2.294  * 0.76  

事前

取組 
有り(n=20) 2.63  3.30  4.239  *** 0.95  
なし(n=6) 2.25  3.08  2.500  * 1.02  

職位 
管理職(n=8) 2.38  3.25  4.782  ** 1.69  
担当(n=18) 2.61  3.25  3.385  ** 0.80  

対応 
評価 

肯定的(n=5) 2.70  3.50  1.969    0.88  
どちらともいえない
(n=16) 2.47  3.28  4.779  *** 1.19  

否定的(n=5) 2.60  2.90  1.000    0.45  
*p<0.05, **p<0.01, ***p<0.001 

図 4 能力向上に関する自己評価（n=26） 
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れていることと，本演習でも仮置場運営の要点について

専門家の講義があったことも加味すると，対応型図上演

習において高めたい対応スキルについて講義を行ったう

えで，活発な模擬災害対応が実施されたことが，対応ス

キルの向上に効果的であったと示唆される．なお，振り

返りの議論の中で，本来実施すべきであった行動につい

て議論を行うなどの工夫により，より高い効果が得られ

ると期待できるが，今後の検証課題である． 
グループ別にみると，B が最も高い効果量を示してい

た．一方で，表 5 に示したように，状況付与への対応の

質としては B が特に高かったことはなかった．また，対

応評価の観点からは，適切に対応したと考えている場合

ほど高い効果量を示すという傾向は見られない．これら

のことは，模擬災害対応単体ではなく，講義や振り返り

との相乗効果で効果が得られるとの推察と整合している．

なお，職位の観点では管理職の方が高い効果量であった

が，a)と同様に，演習前の評点が低かったことが影響し

ていると考えられる． 
c）情報処理力への効果 

 情報処理力については 全体として平均点が 2.33 から

3.08 に上昇しており，演習前後で統計的に有意な差があ

った（α=0.001）．効果量も 0.86 と高い．図 2 に示した

ように，情報処理に関する気づきを得た参加者は多く，

災害時さながらに多くの情報に曝され，整理することを

求められることは，情報処理力の向上に寄与するものと

考えられる．実際，本演習では，平均して 60分あたり 24

枚のシート（2.5 分で 1 枚のシート）がやり取りされるほ

どであった．情報処理の具体的な方法については，事務

局よりホワイトボードの活用例を示されており，実際に

全ての班で「状況」「対応先」「対応内容」「対応済み/
未対応」の情報が時系列で整理されていた．このことに

加え，班ごとに試行錯誤しながら情報を整理していた．

以上より，対応型図上演習は，情報を的確に整理する方

法を提示したうえで模擬災害対応を行うことにより，情

報処理力の向上に効果があると示唆される． 
グループ別には，C が特に低い効果量を示していた．

グループ間でホワイトボードと地図の活用法が顕著に異

なっていたという事実はなく，他のグループと異なる情

報処理を求める状況付与もなかったことから，参加者の

素養など属人的要因が影響した可能性があるが，本調査

の範囲で要因を推測することは困難である．事前取組の

点も同様であり，事前取組がなかったグループの方が効

果量が高いという結果が得られたが，その要因は不明で

ある．また，管理職の方が担当職員よりも高い効果量を

示している点は，a)と b)同様，演習前の評点が低かった

ことが影響していると考えられる．対応レベルの観点で

は，対応がうまくいっていないと評価した参加者は顕著

に効果量が小さかった．情報をうまく整理・把握できず

に混乱したことが，対応評価を下げることは容易に想像

できる．このことは，既に述べたように，情報を的確に

整理する方法を提示する（場合によっては，演習途中で

助言する）ことが重要であることを示唆する． 
 
（2）より効果的な設計に向けた考察 

a) 本事例以外の対応型図上演習の効果について 

既に示したように，本演習には，災害イメージ醸成，

対応スキルの向上，情報処理力の向上という多様な効果

があったことが示された．本事例における参加者のほと

んどは過去の研修に参加したことがなく，災害廃棄物処

理計画の策定率も高くはない（14%が処理計画を策定済

みまたは策定中と回答）．すなわち，参加者については，

全国的な状況と大きなかい離はないと言えよう．一方で，

兵庫県環境整備課の職員の多くは，対応型図上演習形式

で実施した過去の研修においてもコントローラーを務め

ており，コントローラーとしての一定の質が担保されて

いた点は，特殊性と指摘できる．また，研修設計担当者

へのヒアリングに依れば，準備の過程で平成 28 年熊本地

震の現地視察研修 22)に参加し，災害廃棄物処理に係るイ

メージを担当者自身が持ち，災害廃棄物への問題意識を

強めたことと，兵庫県で実施した過去の対応型図上演習
19)の資料を活用できたこと，状況付与の検討において専

門家の助言を得たことが重要であったと認識されていた．

これらのことより，本事例と同様に，事前学習，講演と

模擬災害対応を組み合わせた研修設計とし，コントロー

ラーへの事前研修を十分に実施すれば，他の地域でも同

じ効果が得られると期待できるが，研修設計担当者自身

が災害廃棄物対策について理解を深めておくことと，設

計支援体制が整っていることが条件となると言えよう．

他方，全国的に災害廃棄物対応力が高まった状況におい

て対応型図上演習を実施することにより得られる効果に

ついては，今後の検討課題である．なお，本研究で分析

した兵庫県の事例は，対応型図上演習の中でも状況付与

数が少なく，時間経過について厳密ではないタイプであ

り，多くの状況付与を厳密な時間経過を追って付与する

タイプの対応型図上演習（いわゆる図上シミュレーショ

表 9 情報処理力に係る自己評価結果 

  
平均評点 

t 値 効果量 
前 後 

全体(n=26) 2.33  3.08  4.372   *** 0.86  

グル

ープ 

A市（n=9) 2.06  2.89  3.536  ** 1.18  
B 市（n=8） 2.19  3.19  3.191  ** 1.13  
C 市（n=9） 2.72  3.17  1.315    0.44  

事前

取組 
有り(n=20) 2.35  3.08  3.454  ** 0.77  
なし(n=6) 2.25  3.08  2.988  * 1.22  

職位 
管理職(n=8) 1.94  2.94  4.320  ** 1.53  
担当(n=18) 2.50  3.14  2.848  ** 0.67  

対応

評価 

肯定的(n=5) 2.90  3.60  2.746  * 1.23  
どちらともいえない
(n=16) 2.25  3.09  5.183  *** 1.30  

否定的(n=5) 2.00  2.50  0.674    0.30  
*p<0.05, **p<0.01, ***p<0.001 

表 8 仮置場運営の能力に係る自己評価結果 

  
平均評点 

t 値 効果量 
前 後 

全体(n=26) 2.53  3.17  4.849 *** 0.95  

グル

ープ 

A市（n=9) 2.37  3.00  2.496  * 0.83  
B 市（n=8） 2.46  3.54  5.012  *** 1.77  
C 市（n=9） 2.74  3.00  1.941  * 0.65  

事前

取組 
有り(n=20) 2.57  3.22  4.118  *** 0.92  
なし(n=6) 2.39  3.00  2.439  * 1.00  

職位 
管理職(n=8) 2.33  3.04  4.106  ** 1.45  
担当(n=18) 2.61  3.22  3.442  ** 0.81  

対応

評価 

肯定的(n=5) 2.80  3.53  1.825    0.82  
どちらともいえない
(n=16) 2.52  3.19  4.060  *** 1.02  

否定的(n=5) 2.27  2.73  1.725    0.77  
*p<0.05, **p<0.01, ***p<0.001 
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ン訓練）においては，4.(1)a)の考察をふまえるとイメー

ジ醸成については同様の効果が得られると考えられるが，

対応スキルと情報処理力の観点からはさらなる検討が必

要である． 
b) 参加者属性による効果の検討 

表 7 から表 9 のいずれの結果においても，管理職の方

が担当者よりも高い効果量を示していた．一方で，管理

職の方が演習前の平均得点が低いという傾向もみられる．

そこで，職位をダミー変数（1=管理職，0=担当）とし，

演習前後の平均得点の差を被説明変数，演習前の得点と

職位を説明変数とする重回帰分析（n=26）を行った．結

果，いずれの能力についても 5%水準で職位の係数が有意

にならなかった．このことから，職位に応じた考え方や

素養の違いによって対応型図上演習による効果が異なる

のではなく，管理職の方が演習前の能力を低く自己評価

していたことで，見かけ上，効果量が高くなっていると

理解できる． 
また，事前取組の有無による効果の差については，表

7と表 8では差がほとんどなく，表 9 では事前取組のなか

ったグループの方が効果量が大きかった．事前取組がな

い場合には，知識や問題意識が不十分であることから，

対応型図上演習のように難易度の高い研修において十分

な効果が得られないことが想定されていたが，本演習で

は必ずしもそうではないことが示唆された．すなわち，

事前取組が進められていない自治体にとっても，ある程

度の効果は期待できると言えよう．これは，模擬災害対

応の前に専門家による講演があったり，ホワイトボード

を活用した情報整理方法の例示があったことも影響して

いると考えらえる．なお，演習後の対応力は事前取組が

あったほうが高い水準となっていることから，事前に災

害廃棄物対策を進めたうえで対応型図上演習に参加する

べきという主張を覆す結果ではない． 
このように，職位と事前取組の有無の 2 つの参加者属

性の観点では，本演習のような対応型図上演習による顕

著な効果の違いはないことが示唆された．しかしながら，

職位についてはより上級の職員（部長，局長等）を対象

とした場合の効果の違い，事前取組については内容と質

の良し悪しによる効果の違いについて明らかではなく，

今後の検討課題である． 
c) 設計への示唆 

状況付与への対応の評価が低くなると，参加者のイメ

ージ醸成と情報処理力に係る能力向上効果は低くなるこ

とが示唆されている．一方で，3.(2) c) で示したように，

質の高い議論・対応が行われるためには，60 分あたりの

付与数を 4 程度に絞ることが望ましいことが示唆されて

いる．これらのことから，状況付与数を 4 程度に絞るこ

とは，対応型図上演習において高い効果を得ることに寄

与すると考えられる．ただし，本事例のように約 3 つの

行動要件を設定できる程度の付与内容となっていること

が前提であり，より難易度の高い（例えば，時間のかか

る数値計算を伴うような）付与を含める場合にはさらに

付与数を絞ることも検討すべきである．一方で，イメー

ジ醸成や情報処理力の向上においては多くの付与に曝さ

れることも求められるため，これらの効果に期待するの

であれば，あえて 60 分当たりの付与数を 5 以上とするこ

とも考えられる．同時に，質の高い議論・対応が行われ

ることを担保するために，本演習で行ったように，状況

付与の内容に沿った講義を模擬災害対応の前に実施する

ことも有効と考えられる．なお，質の高い議論・対応が

行われるためには，状況付与の狙いを明確にし，その狙

いに則した対応をコントローラーが取ることも重要であ

る．本研究において，模擬災害対応の質を評価するため

に作成した評価基準表（表 4）は，状況付与の狙いを明

確に整理する一つの手段であり，これを演習実施前にコ

ントローラーに共有することは上記の観点から有用であ

ると考えられる． 
対応スキルの向上を一層図るうえでは，模擬災害対応

の中で細かな手順レベルの確認を行うか，振り返りの中

で詳細にわたって「答え合わせ」を行うことが有効と考

えられる．前者については，本演習で比較的高く評価さ

れた対応についても実現できなかったことである．状況

付与と対応に係る 1 つ 1 つのやり取りを本演習で実施し

た以上に詳細に行うことは，コントローラーの対応準備

や演習時間を勘案すると現実的ではないと考えられる．

後者については，対応内容・状況について可視化できれ

ば十分可能であると考えられる．例えば，先述の評価基

準表を用いれば，プレイヤーの対応について容易に記録

することができる．また，秦らの構築した災害対応演習

システム 8)や加藤らが用いた危機管理教育・訓練支援シ

ステム 7)等の電子システムを用いればリアルタイムで可

視化できるため，より効率的に振り返ることが可能とな

る．災害廃棄物分野においても，防災分野におけるこれ

ら先行例を参考に研修支援システムを開発する余地があ

る．また，評価作業には災害廃棄物処理に係る専門性が

要求されるため，自治体における研修実施体制の構築も

必要となる． 
 
 
５．結論 

 
本稿では，兵庫県で実施された災害廃棄物対策に係る

対応型図上演習の事例に着目し，事例のなかで実施され

た模擬災害対応の量的・質的分析と，参加者に対して実

施したプレポストテストの結果の分析から，以下の結論

を得た． 
まず，災害廃棄物分野で実施する対応型図上演習には，

災害イメージの醸成，対応スキルの向上，情報処理力の

向上という多様な効果があることが実証された．対応ス

キルの向上には模擬災害対応だけでは十分ではないが，

処理計画の策定等の事前準備の取組がない場合でも，講

義等により関連する知識を模擬災害対応の前にインプッ

トすることで効果が得られることも示唆された．これら

の効果は，災害廃棄物対策が十分に進んでいない現状に

おいても，職位を問わず得られることが期待できる．ま

た，高い効果を得るうえで，状況付与数については 60 分

あたり 4 つ程度を基準としつつ，重視する効果に応じて

調整することが有効であることを示した． 
最後に，今後の研究課題を指摘する．本演習の準備に

は多くの労力が割かれていた．兵庫県では主担当が 1 名

割り当てられ，概ね 4 か月程度，他の業務も実施しつつ

プログラムの設計，状況付与の作成，資料の準備等の作

業が進められた．また，当日運営にあたっては民間事業

者の協力も一部得ている．このように，対応型図上演習

は手軽に実施し，効果が得られるような研修手法ではな

い．このことから，対応型図上演習にこだわらず，同様

の効果が得られる人材育成手法を比較検討して，研修手

法を選択することが合理的と言える．そのためには，

様々な研修手法について横断的に効果とコストを比較検
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討する研究を実施する必要がある．本研究のように，研

修のパフォーマンスを定量化し，効果量のデータを蓄積

していったうえで，メタ分析により効果について研修手

法横断的に検討することは有用と考えられる． 
 
 
補 注 
 

 (1) 効果量とは，効果の大きさをあらわす統計的指標であり，標

本数に依存する p 値による仮説検定に過度に依存することから

脱却するため，心理データ分析において積極的に報告・活用す

ることが推奨されている 20）．効果量の算定方法は複数提案され

ているが，本研究では既往研究を参考に次式により算出した． 
dD = MD / sD 

（dD: 対応のある 2群の t検定の標本効果量，MD: 差
得点の標本平均，sD: 差得点の標準偏差） 

(2) 既往研究の整理から，Sawilowsky は効果量の評価基準（経験

則）を以下の通り提案している 21)； 
0.1 =very small,0.2= small, 0.5= medium, 0.8= large, 1.2= 
very large, 2.0=huge 
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